
 

 
 

平成 27 年９月 25 日 
各 位 

上 場 会 社 名  三 晃 金 属 工 業 株 式 会 社 
代  表  者   代表取締役社長  右 田  裕 之 

（コ ー ド 番 号 ： 1972 東証第 1 部） 
問合せ先責任者    経 理 部 長     平 野 悟 朗 

 (ＴＥＬ：03－5446－5601） 
 
 
 

業績予想（連結・個別）及び期末配当予想の修正に関するお知らせ 
 
 
 

最近の業績動向を踏まえ、平成 27 年４月 27 日に公表した平成 28 年３月期（平成 27 年４月１日～

平成 28 年３月 31 日）の業績予想及び期末配当予想を下記のとおり修正いたしましたのでお知らせい

たします。 
 
 

記 
 
 

１． 連結業績予想の修正について 
(1) 第２四半期累計期間（平成 27 年４月１日～平成 27 年９月 30 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 
に帰属する 
四半期純利益 

１株当たり 
四半期純利益

前回発表予想（ Ａ ） 
百万円

16,300
百万円

510
百万円

510
百万円 

310 
円 銭
8.04

今回修正予想（ Ｂ ） 16,300 800 800 490 12.71
増  減  額（Ｂ－Ａ） － 290 290 180  
増  減  率（ ％ ） － 56.9 56.9 58.1  
（ご参考）前年同期実績 

（平成 27 年３月期第２四半期） 16,443 744 745 459 11.91

 
(2) 通期（平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 
に帰属する 
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（ Ａ ） 
百万円

34,300
百万円

1,480
百万円

1,470
百万円 

890 
円 銭
23.08

今回修正予想（ Ｂ ） 36,200 2,450 2,450 1,550 40.19
増  減  額（Ｂ－Ａ） 1,900 970 980 660  
増  減  率（ ％ ） 5.5 65.5 66.7 74.2  
（ご参考）前期実績 
（平成 27 年３月期） 34,737 2,310 2,311 1,498 38.86

 
２． 個別業績予想の修正について 

(1) 第２四半期累計期間（平成 27 年４月１日～平成 27 年９月 30 日） 
 

売上高 経常利益 四半期純利益 １株当たり 
四半期純利益 

前回発表予想（ Ａ ） 
百万円

16,200
百万円

510
百万円 

310 
円 銭
8.04

今回修正予想（ Ｂ ） 16,200 790 480 12.45
増  減  額（Ｂ－Ａ） － 280 170  
増  減  率（ ％ ） － 54.9 54.8  
（ご参考）前年同期実績 

（平成 27 年３月期第２四半期） 16,323 756 470 12.20



 
(2) 通期（平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

 
売上高 経常利益 四半期純利益 １株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想（ Ａ ） 
百万円

34,100
百万円

1,470
百万円 

890 
円 銭
23.08

今回修正予想（ Ｂ ） 35,900 2,430 1,540 39.93
増  減  額（Ｂ－Ａ） 1,800 960 650  
増  減  率（ ％ ） 5.3 65.3 73.0  
（ご参考）前年同期実績 

（平成 27 年３月期） 34,493 2,320 1,509 39.13

 
３． 修正の理由 

(1) 連結業績予想 
主に下記個別業績予想の要因によります。 

 
(2) 個別業績予想 

工事原価管理強化により完成工事総利益が前回の想定を上回る見通しとなったため、営業利益、経常利益

及び当期純利益が前回予想を上回る見通しとなりました。 
 

４． 配当予想の修正について 
 年間配当金 

第２四半期末 期末 合計 
 円 銭 円 銭 円 銭 
前 回 発 表 予 想 ― 5.00 5.00 
今 回 修 正 予 想  7.50 7.50 
当  期  実  績 ―  
（ご参考）前 期 実 績 
（平成 27 年３月期） ― 7.50 7.50 

 
 

５． 修正の理由 
 当社は経営基盤強化に必要な内部留保の充実をはかりながら、適正な利益還元を行っていく方針であります。 
 平成 28 年３月期の１株当たり配当金につきましては、上記の業績予想を踏まえ、１株当たり７円 50 銭の配当

予想に修正いたします。 
 
（注）上記の予想数値は本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提としたものであり、

実際の実績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 
以 上 


